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１ 事業概要 

⑴ 業務名 

保育所等 AI 入所選考システム構築および運用・保守業務委託 

 

⑵ 本業務の目的 

保育所等への入所選考において、申請者の世帯状況や希望等に応じ、複雑な条件を

考慮して、多くの時間を要して選考事務を行っている。令和３年１２月より AIを利用

したシステムを導入し、使用する前と比べ大幅な処理時間の短縮に繋がっている。今

後も作業時間の短縮、申請者や施設へ結果を早期に通知するなどの市民サービスの向

上、業務の効率化・適正化を推進するため、保育所等 AI 入所選考システム（以下、「本

システム」という。）を構築し、運用するものである。 

なお、運用・保守業務については、構築業務とは別で契約を行うものとする。 

 

⑶ 履行場所 

姫路市役所こども保育課 

 

⑷ 委託期間 

【構築業務委託期間】 

契約締結日から令和９年２月２８日まで 

【運用・保守業務委託期間】 

令和９年３月１日から令和１４年２月２９日まで 

※保守業務については、５年間の長期継続契約とする。 

 

⑸ 業務委託範囲 

ア 本システムの機能導入 

イ 本システム動作機器の導入・設定 

ウ 本システム導入スケジュール 

エ 本システム操作研修 

オ 本システムの運用・保守 

カ その他要件 

 

２ 構築業務内容 

本業務の内容は、以下に示した要件や機能を有する本システムの構築、操作研修の実施

及び操作マニュアルの作成、その他本システムの構築に想定される業務を行うものであ

る。 

⑴ 本システムの機能導入 

ア デジタル庁「デジタル地方創生サービスカタログ」に掲載されているソフトで、別
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表１「機能要件一覧」を満たすシステムを導入すること。 

イ 別表２「姫路市保育施設等利用調整基準表」に従った選考処理が行えること。 

ウ 担当者は、システムの設計・開発に必要な知識、技術と実務経験を持ち、システム

の効率的な導入に貢献できること。 

エ 機能導入作業において発生する問題等に関して、責任を持って対応できる体制を

構築すること。 

オ 本システムに取り込むデータは、標準準拠システム移行後の本市指定のデータレ

イアウトのまま取り込めるか、変換ツール等を介して取り込むことができ、選考処

理が行えること。なお、取り込みには媒体を介した連携とする。 

カ 本システムの構築期間中にテスト運用期間を設け、テスト運用の結果を踏まえた

設定の変更等に対応し、スムーズな本稼働を実現すること。 

⑵ システム動作機器の導入・設定 

ア 本システムが問題なく動作するために専用端末、付属品及び資産管理ソフトを調

達内容に含め、必要となるОＳ・ソフトウェアのインストール、設定作業を行うこ

と。なお、姫路市基幹系ネットワークシステムに接続することを前提に設定作業を

行うこと。 

イ 端末、付属品及び資産管理ソフト（以下「機器」という。）について 

  本業務で調達する端末付属品及び資産管理ソフト等の数量は端末１台分とする。 

(ア)端末（パソコン） 

No. 項目 内容 備考 

1 CPU（中央処理装置） Intel Core i5 以上  

2 内蔵ディスプレイ カラー液晶１４インチ

以上 

フルＨＤ以上 

3 内蔵有線ＬＡＮ １ポート 1000BASE-T/100BASE-TX 

4 内蔵カメラ 有効画素数９０万画素

以上 

ディスプレイに内蔵 

5 形状 ノートブック型 着脱式キーボード不可 

6 内蔵キーボード 108 キー、JIS 配列準拠  

7 映像出力端子 HDMI １ポート以上 外部モニター出力用 

8 USB ポート Type‐A 及び Type‐C 

１ポート以上 

データ取り込み用 

9 電源 内蔵バッテリー及び

AC アダプター 

 

上記に示していない端末の性能については特に指定しないが、本システム

が問題なく動作するものを調達内容に含めること。 
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(イ)付属品 

No. 項目 内容 備考 

1 マウス USB マウス(光学式) 有線または無線（ワイヤレ

ス） 

※ワイヤレスの場合は充

電式のみ可 

2 テンキー 19～22 キー程度 有線または無線（ワイヤレ

ス） 

※ワイヤレスの場合は充

電式のみ可 

※テンキーが端末に内蔵

されている場合は不要 

3 盗難防止対策ワイヤー シリンダー錠式 

セキュリティワイヤ

ー（鍵２本以上含む） 

・直径４ｍｍ以上 

・ワイヤー長２ｍ以上 

・口径がパソコンに合致

するもの 

(ウ) 資産管理ソフト 

No. 項目 内容 備考 

1 端末管理ソフト SKYSEA Client View(GL)LT ク

ライアント(W/M/L)(5000 以上)

ライセンス及び保守 5年分 

現在姫路市で使用してい

るものに追加出来ること 

(エ) ソフトウェア 

No. 項目 内容 備考 

1 ソフトウェアス

イート 

MicrosoftOffice 

・利用形態（永続ライセンス版） 

・インストール対象は以下のソ

フトウェアを含むものとする。 

Microsoft Word 

Microsoft Excel 

 

・インストール作業は、

提供されるインストール

媒体または正規のインス

トール手順に従って行う

こと。 

・ライセンス認証を完了

させること。 

・インストール後、各ソ

フトウェアの動作確認を

行い、問題がないことを

確認すること。 
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ウ ОＳについて 

Windows 11 25H2（ビルド番号：10.0.26200.7623） 

※最新バージョンに変更することが想定される場合は、遅滞なく対応すること。 

エ 納入時の設定等 

(ア)  初期の Windows のセットアップ及びソフトウェアのインストールが実施され、

ユーザー権限において正常に動作することが確認された機器であること。なお、

ソフトウェアのインストールについては、特に指定がない場合は納入時点での

最新バージョンをインストールし、メーカーから修正パッチが提供されている

場合は最新のものが適用されていること。 

(イ)  姫路市基幹系ネットワークシステムを使用するために必要な以下の設定が実

施された機器であること。 

① ОＳの初期設定 

※ネットワーク接続に必要な証明書のインストール及びＩＰアドレスの設 

定についてはデジタル戦略室にて実施するものとする。 

② 本市が別途指定するソフトウェアをインストールすること（例：資産管理

ソフト、ウイルス対策ソフト、生体認証ソフト等）。これらの詳細は契約時

に伝達する。 

③ 上記インストールおよびセットアップを行った後に、本市の指定内容を含

めた一連の作業をまとめた手順書を、紙及び電子媒体にて機器とともに納

入すること。また、リカバリディスクについても、納入すること。 

(ウ)  市では各端末に顔認証システムを適用しており、作業者が端末作業等を行う

にあたり作業者の顔画像データの登録が必要である。端末設定にあたり顔画像

データ及び氏名を提供すること。 

オ 機器の保証 

下記の内容を、納入日の翌日から本システムの運用・保守業務委託期間が終了する

までの５年間保証し、取扱説明書及び注意書きに記載された内容に従った使用方法・

環境において障害が発生した場合にメーカー等による無料修理が実施できる製品と

すること。市からの問合せ対応及び障害対応に関して、メーカーとの技術支援体制を

確立し、事業者が本市とメーカーの窓口となり、以下の項目による速やかな対応を行

うことが可能な製品とすること。ただし、天災地変や外的要因等、対象機器に関わり

の無い、不可抗力により発生した障害補修については保証の対象外とする。 

(ア)  機器の障害（ハードウェア障害又はソフトウェア障害）が発生し、修復が必

要な場合は、原則として当日中の修復に努めること。障害対応時間は原則とし

て平日８時３５分から１７時２０分までとし、当日での対応が難しい場合は翌

営業日に対応を行うこと。また、重障害が発生した場合や当日中に障害対応が

困難であり、利用者から代替機を求められた場合は、代替機を用意すること。 

(イ)  障害発生時は、原則としてメーカー等へは持ち込まず、設置場所で修復する
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こと。なお、修復後にデータの入った記憶装置等を持ち出す場合には、作業を

行った現地にてデータの削除もしくは暗号化を実施し、現地担当者に確認を取

った上で持ち出すこと。ただし、オンサイト保守が困難である場合は、本市の

了解を得た上で予備機等を使用した先出しセンドバック方式による保守も可と

するが、事業者が設置場所に訪問の上、機器の交換を実施すること。 

(ウ)  本市からの障害連絡後は速やかに設置場所に向かい、対応方法を判断の上、

本市及び現地担当者に対し状況説明を行ったうえで障害対応作業を実施するこ

と。 

(エ)  ＳＳＤの交換等によりリカバリを行った場合は、本市の指示によりソフトウ

ェア等の設定作業を行うこと。また、故障したＳＳＤに対し物理破壊を実施し

た後に廃棄すること。 

カ 撤去要件 

(ア)  賃貸借期間が満了した場合等で装置等を返却する場合は、本市と日時を調整

の上、受託者が装置等を撤去（撤去機器の梱包、搬出等の作業を含む。）するこ

と。 

 作業体制を撤去作業の前日までに本市に報告すること。 

(イ)  前各号の作業等は、各作業につき十分な知識及び技術を持った作業者が行う

こと。作業者間の連絡体制を確立させた上で本市職員の指示が速やかに伝達さ

れるよう考慮すること。 

(ウ)  前各号に係る経費は、本調達経費に含まれるものとする。 

キ その他 

(ア)  納入に係る日程・場所の詳細については、本市と協議の上、決定すること。 

(イ)  機器の導入及び設定費用は、本システムの構築業務委託費（導入費用）に含

めること。 

(ウ)  盗難防止対策について 

納入場所において、盗難防止対策ワイヤー（セキュリティワイヤー）を添付 

し、機器に施錠すること。また、鍵に取り付けるキーホルダー名札を用意した   

上で、鍵を本市に納入すること。 

⑶ 本システム導入スケジュール 

ア 全体スケジュール 

業務委託範囲に掲げるすべての作業項目について、作業開始（契約締結日）から令

和９年２月２８日までの全体スケジュールを詳細に示すこと。 

イ 本システム導入における詳細な作業工程について、詳細に明記すること。 

⑷ 本システム操作研修 

ア 研修計画 

本システムを導入するにあたり、システムを利用する職員向けの操作研修計画を

策定すること。 
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イ 操作研修 

本市の運用を含めた運用・操作マニュアルを作成し、本システムを利用する職員向

けに、運用・操作マニュアルをベースとした運用・操作研修を行うこと。研修は実機

を用いて、実際の入所選考運用での操作がわかるように行うこと。 

ウ 研修支援 

研修を行うにあたり、操作方法の問合せ対応等、研修支援を行うこと。 

 

３ 運用・保守業務内容 

運用・保守業務については、令和９年３月１日から令和１４年２月２９日までの５年間

の長期継続契約とする。 

なお、運用・保守費用については、月額 200,000 円（消費税及び地方消費税抜き）程度

を想定して業務設計を行うこと。（保守作業費のほか、ライセンス使用料等、本システム

の維持管理に要する経常的な一切の費用を含む。ただし、仕様外の作業が発生した場合は、

別途協議とする。） 

※発注者は令和９年度以後において、本業務に係る予算の減額又は削除があった場合は、

本契約を変更し、又は解除することができる。この場合において、本業務の受注者に損害

があるときは、受注者は、その損害の賠償を姫路市に請求することができるものとし、こ

の場合における賠償額は協議の上定めるものとする。 

⑴ 体制 

ア 本システムの導入及びその後の運用において発生する問題に対して、責任を持っ

て解決できる体制であること。迅速に対応できるサービス拠点を有していること。 

イ 導入する本システムに精通した技術者を配置し、不具合や問題点に対応できるこ

と。 

  ウ 問合せについて、原則として平日８時３５分から１７時２０分までにおいて受付、

回答できる体制であること。 

エ 運用・保守体制として、通常及び緊急時の連絡先及び連絡方法を提示すること。 

⑵ 内容 

次の対応を行うこと。ただし、対応できない事項については、明確に記述すること。 

ア  保守については、障害発生後すぐに障害連絡の受付、障害の一次切り分け、その

後の迅速な修復を行える体制を原則として平日８時３５分から１７時２０分までに

おいて提供すること。 

イ  本システム利用開始日（令和９年３月１日）から令和１４年２月２９日までの間

の障害対応が実施できること。 

ウ  本市担当者から運用に関する問合せに対し、速やかに回答を行うこと。必要に応

じて本市に来庁し、運用支援を行うこと。 

エ  本市担当者から障害発生の連絡を受けた場合は、その障害原因を特定し、本市担

当者へ報告すること。 
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オ  保守の範囲は、ハードウェア及びソフトウェア（パッケージを含む。）を用いて構

築した機能とする。 

カ  障害の一次切り分けの結果、システムに起因する障害である場合は、開発部門等

と速やかに連絡をとり、障害対応を実施すること。 

キ  本調達の範囲において、ウイルスが検出された場合、本市担当者と協力し、ウイ

ルスの駆除及び感染原因の究明を行うこと。 

ク  重大障害の際には、対策会議を開催し、経過等を取り纏めて報告するとともに、

改善策を本市担当者へ提示すること。 

ケ  導入時及びパッチ適用等の保守完了時における標準的な状態のバックアップを用

意し、システム障害発生時に迅速簡便に復旧できる体制を整え、提示すること。 

コ  パッケージとして実施されるシステムの機能強化（マイナーバージョンアップ）

については、費用の追加なく提供すること。ただし、適用については、本市と協議

の上、実施するものとする。 

 

４ その他業務内容 

⑴  納品時における付帯資料等に関する事項 

本業務に係る納品時の付帯資料として、次に掲げる資料（同等のものでも可）を提 

出すること。 

各資料等は、紙で準備し、バインダーに綴じ、２部提出すること。また編集可能な

状態で電子媒体（ＣＤ-Ｒ等）に記録し、１枚提出すること。 

資料名 記載事項 

プロジェクト管理資料 プロジェクト計画書、保守計画書、会議議事録、進捗報告 

研修資料 研修計画書、研修テキスト 

手順書 運用手順書、運用・操作マニュアル 

⑵  法令順守・守秘義務 

ア  業務を履行する上で知り得た個人情報に関して、個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号。）に基づき、個人情報の保護が徹底されるよう適正に取扱

うと共に、みだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと。 

イ  姫路市情報セキュリティ基本方針および姫路市情報セキュリティ対策基準を遵守

した上で履行すること。 

ウ  受託者は本業務に関わる各人員に対して情報セキュリティ教育を実施し、本市が

求める情報セキュリティ水準が維持されるように絶えず努めること。 

エ  本市が所有するデータ及びこれに基づいて出力された紙媒体の庁外への持ち出し

は、原則として禁止する。ただし、相当な理由がある場合は、当該データ等の内容、

管理責任者、利用目的、返却時期及び情報セキュリティ対策（データの暗号化、個

人情報等のマスキング、保管場所の施錠等）について、事前に文書で本市と協議し、

本市の承認を得ること。 
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オ  本業務に関して再委託を行う場合は、予め書面により本市の承諾を得ること。な

お、この場合、受託者（再委託者）に課せられているセキュリティ要件が、再委託

先においても全て充足されていることを条件とする。 

⑶ 著作物の取扱い 

本業務委託の納品成果物は基本的に本市が著作権を有するものとする。納品成果物

のうち、従前より受託者またはその仕入先が著作権を有するものについては、著作権は

留保されるが、その翻案等により発生した二次的著作物の著作権は本市に譲渡される

ものとする。 

⑷ その他 

本仕様書に記載されていない事項、疑義が生じた事項については、本市と協議する

こと。 
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別表１ 機能要件一覧 

No 機能項目 機能名 機能詳細 

１ 環境 動作環境 本システムの一連の機能は、本システムを稼働させる

端末上のみで完結するものとすること。 

２ データ連

携機能 

 

データ取込

機能 

本市が運用予定の改修後の保育業務システム（こあら）

から出力された下記項目のＣＳＶ形式等のデータを本

システムに取り込むことが可能であること。 

【項目】別表３「データ取込項目一覧のとおり」 

 

３ 選考機能 処理件数 ・４，０００人の申請データ 

・希望施設が第 3 希望まで（希望順位ごとに優先指数

を変更） 

・市内認可施設（１４３施設） 

上記内容で選考が可能なこと 

４ 処理回数 ４月選考（１次、２次、３次選考）、年度途中選考（５

月～３月選考）について、選考ごとに複数回処理が可能

であること 

５ 基礎指数お

よび加算指

数 

基礎指数および加算指数の合計が大きい者から順に入

所決定すること。 

６ 優先指数 ・基礎指数および加算指数の合計が同じ場合は「１ 入

所指数が同じ場合の優先指数（以下「優先指数１」と

いう。）」の合計が大きい者から順に入所決定するこ

と。 

・優先指数１の合計が同じ場合は「２ 上記による優先

指数が同点となった場合の優先指数（以下「優先指数

２」という。）」の合計が大きい者から順に入所決定す

ること。 

・優先指数１および優先指数２がともに同じ場合は「３ 

上記による優先指数が同点となった場合の優先指

数」の事由のうち、より上位にあるものに該当する者

を優先して入所決定すること。 
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７ きょうだい

条件 

きょうだい条件の設定 

【入所月に関する条件】 

・別月入所不可 

・別月入所可（特定の児童のみ先に入所できる時は入所

しておきたい） 

・別月入所可（先にひとりでも入所できるのであれば入

所しておきたい） 

【入所施設に関する条件】 

・別施設入所不可 

・別施設入所可（同施設入所を優先するが、同施設入所

ができない場合は、別施設入所も可） 

・別施設入所可（同施設入所を優先せず、それぞれの希

望順位を優先する） 

【その他】 

・別月入所可能かつ同施設入所希望で、同施設入所が叶

わない場合、希望順位の高い施設に入所決定した子

の入所を優先することに対応できること。 

・別月入所可能かつ同施設入所希望で、同施設入所が叶

わない場合、特定の児童の入所を優先することに対

応できること。 

 

上記それぞれの条件をもとに以下の１５パターンの条

件設定が可能なこと。 

①同時期同施設 

②同時期別施設（同園優先） 

③同時期別施設（希望高優先） 

④別時期同施設（人指定）優先対象 

⑤別時期同施設（人指定）優先対象以外 

⑥別時期別施設（同園優先）（人指定）優先対象 

⑦別時期別施設（同園優先）（人指定）優先対象以外 

⑧別時期別施設（希望高優先）（人指定）優先対象 

⑨別時期別施設（希望高優先）（人指定）優先対象以外 

⑩別時期同施設（希望高優先） 

⑪別時期同施設（順位）優先対象 

⑫別時期同施設（順位）優先対象以外 

⑬別時期別施設（同園優先） 
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No 機能項目 機能名 機能詳細 

⑭別時期別施設（希望高優先） 

⑮その他（上記以外の場合 例：3人兄弟の申請） 

 

きょうだい条件の確認 

各きょうだいで条件が一致または組み合わせが対にな

っているかを本システム上または別ツール等により確

認ができること。 

 

８ 空き状況 施設ごと、年齢ごとの空き人数を超えて入所決定しな

いこと。 

９ 指数の児童

別対応 

同世帯内の兄弟姉妹であっても、児童により異なる指

数設定に対応できること。 

（きょうだい在籍加点 等） 

１０ 管理機能 施設情報管

理 

施設ごとに受入年齢の登録ができること。 

１１ 申請情報管

理 

・本システムに取り込んだ申請者情報を児童ごとに修

正できること。 

・選考上の特記事項を児童ごとに入力できること。 

・選考から除外する児童について個別で設定できるこ

と。 

・本システム上または別ツールにより申請者の申請施

設ごとの受入年齢確認が可能なこと。また、確認デー

タの出力ができること。 

１２ 結果確認

機能 

確認機能（全

体） 

選考結果を一覧等で確認可能であること。 

１３ 確認機能（詳

細） 

選考結果上に児童の指数等も併せて表示が可能で、分

析や保護者対応が容易な内容であること。 

１４ 結果出力

機能 

出力機能 施設ごと・児童ごとの選考結果項目の情報をデータ出

力可能（CSV または Excel 形式）であること。 

１５ その他 制度変更へ

の対応 

本市の入所選考に関する制度変更（利用調整基準の変

更、希望施設数の変更 等）について、履行期間にお

いて追加費用が発生することなく対応可能であるこ

と。 
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別表２ 姫路市保育施設等利用調整基準表 

 

〇基礎指数

基礎指数

類型

10

9

8

7

5

4

月140時間程度以上の就学 10

月120時間程度以上の就学 9

月64時間程度以上の就学 8

月48時間程度以上の就学 7

通信教育等 5

その他資格取得 4

14

常時安静（妊娠に伴うものを除く。） 10

その他家庭での保育が困難である場合 7

10

8

月140時間程度以上の看護・介護 10

月120時間程度以上の看護・介護 9

月64時間程度以上の看護・介護 8

月48時間程度以上の看護・介護 7

妊娠・出産 7

災害復旧 11

15

11

〇加算指数

加算指数

5

5

4

2

1

1

-10

産後又は育児に係る休業又は休暇の終了に当たり職場復帰する場合（入所希望月が４月で職場復帰予定
月が入所希望月の前年の１１月から３月までの間である場合を含む。）。ただし、父及び母ともに該当
する場合は、重複して加算をしないものとする。

虐待・DV
保育の必要性が高いと認められる場合

事由

通学（学校・職業訓練学校等）

在宅（通信教育等・資格取得）

疾病

両親が不存在の世帯

生活保護世帯

【令和７年７月１日改正】

【利用調整の手順、取扱いについて】

　１　父母各々の「基礎指数」と該当する「加算指数」の合計指数（以下「入所指数」という。）の高い児童か
　　ら優先順位を決定します。また、入所指数が同じ場合は、「入所指数が同じ場合の優先指数」等を適用し、
　　優先順位を決定します。

　２　父母各々について、保育の必要な事由が複数該当する場合は、各々の基礎指数の最も高い事由を採用しま
　　す。

　３　ひとり親世帯については、当該ひとり親の指数に10を加えた指数を基礎指数とします。

姫路市保育施設等利用調整基準表（令和８年４月入所以降適用）

月48時間に満たない就労の中での求職活動

ひとり親世帯

父又は母が、市内認可保育施設に勤務し、又は勤務する予定である保育士又は保育教諭である場合

上記に掲げるもののほか、明らかに保育を必要とすると認められる場合 上記とのバランスに配慮した上で実際の事案ごとに判断

看護・介護

出産の前後２か月

保育の必要性及び緊急度が高いと認められる場合

震災・風水害・火災その他の災害の復旧に当たっている場合

上記に掲げるもののほか、明らかに保育を必要とすると認められる場合 上記とのバランスに配慮した上で実際の事案ごとに判断

祖父母等の看護・介護

希望する市内認可保育施設等に入所できない場合に、育児休業の延長も許容できるため利用調整の優先
順位の低下を容認する旨を事前に申し出ているとき。

入院

自宅

申込児の兄弟姉妹が、入所申込みの締切日において、利用調整の対象となる月に市内認可保育施設を保
育利用（２号又は３号認定での利用に限る。）することが確認できる場合

　４　父母がいない場合は、保育に携わる者について算出した指数を合算した数を基礎指数とします。また、保
　　育に携わる者が一人の場合は、当該保育に携わる者の指数に10を加えた指数を基礎指数とします。

　５　基礎指数にある就労時間数には休憩時間を含めません。

　６　同一の認可保育施設を希望する異なるきょうだい世帯で競合し、いずれか一方を優先しなければ利用調整
　　できない場合等は、総合的に判断し、優先順位を決定します。

身体障害者手帳１・２級、精神障害者保健福祉手帳１・２級、療育手帳Ａ　所持者

身体障害者手帳３級、療育手帳Ｂ１　所持者
障害

保護者の状況

細目

就労

月140時間程度以上の就労

その他の求職活動

就学等

月120時間程度以上の就労

月64時間程度以上の就労

月48時間程度以上の就労

求職活動
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１　入所指数が同じ場合の優先指数

事由 指数

姫路市民である（転入予定者を含む。）。 ＋３

申込児が障害児である。 ＋２

申込児の兄弟姉妹が同時に又は既に申込みをしている（２号又は３号認定での申込みに限る。）。 ＋２

保護者である父又は母が単身赴任をしている。 ＋２

申込児が認可外保育施設等を利用している（一時預かりを除く。）。 ＋１

年度途中における転園（転居に伴うものや、兄弟姉妹が別々の施設を利用中のため、同一の施設への
転園を希望するなど、客観的事情がある場合を除く。）の申込みである。

－１

正当な理由なく入所内定後に辞退するなど、利用調整に支障を来す行為があった。 －１

２　上記による優先指数が同点となった場合の優先指数
　　次の表に掲げる事由のうち、より上位にあるものに該当する者を優先する。

事由

当該認可保育施設の希望順位が高い。

子どもの人数が３人以上である。

申込児の兄弟姉妹に障害児（保育を必要とする事由に係る障害児を除く。）がいる。

小学生以下の子どもの人数が多い。

利用保留期間が長い。

保護者である父母の合計就労時間が長い（基礎指数を就労により算定した場合に限る。）。

利用調整の対象となる月に係る保育料の算定基礎となる世帯の市民税額（所得割額）が低い。
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別表３ データ取込項目一覧 
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